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障害者の地域生活と自立支援の政策的課題
一市町村｢障害福祉計画」を通して－
設楽聡
１．はじめに
わが国における社会福祉は、1990年のいわゆる社会福祉八法の改正以降、社会福祉基礎構造改革、
介護保険、社会福祉法の成立といった一連の動きの中で、「地域福祉型」への転換が図られてきた。
これに伴い、市町村単位での少子高齢化への対応、さらに介護問題等、増大かつ深刻化する種々の
福祉問題への対応が求められるようになった。
こうした中、2005年１０月31日、障害者の福祉サービスの一元化と、サービス利用者に対する費用の
原則一割負担などを内容とする「障害者自立支援法」が成立し、2006年４月１日から施行されること
となった。
この法律の最終的目標は、「障害者が地域でふつうに暮らせるための基盤整備」（厚生労働省社会・
援護局障害保健福祉部，2006）であるとされている。
障害者が地域でふつうに暮らせるための基盤整備とはいったいどういうことであろうか。ここでは
まず障害者の現状はどうなっているのか、障害者が何を望んでいるのかを把握したうえで、具体的に
どのようなサービスがどれくらい必要なのか、そのために、障害者にとって最も身近な市町村は何を
すべきか、地域社会に存在する福祉資源の活用の可能性はどうなのか等を、明らかにしていくことが
重要である。
以上のような問題意識の下に、本稿では、まず「障害者自立支援法」が成立するに至るまでの障害
者福祉施策の変遷について、特に「社会福祉基礎構造改革」の提起からその推進の過程を整理する。
次いで、「障害者自立支援法」で定める「障害福祉計画」の策定を通じて、障害者の地域生活と自
立支援をいかにして達成しようとしているのか、そのベクトルを確認する。
ここでは特に、筆者がその策定に深く関わった熊本県水俣市の「障害福祉計画」を通して、水俣市
における障害者福祉に関する政策的課題について考察することとする。
さらに、熊本県内の主な市の「障害福祉計画」の策定過程の比較を行うことにより、各自治体が、
いかにして障害福祉サービスの利用者、あるいはサービスを利用する可能性のある者のニーズを把握
していったか等を分析する。
一方、県内各市町村の障害福祉を総括する立場にある熊本県はどのような視点で県レベルでの「障
害福祉計画」を策定し、どのように施策を進めようとしているのか、担当職員への聞き取り調査によ
り明らかにしていく。
最終的に、以上のことを踏まえたうえで、障害者の地域生活と自立支援に向けた自治体福祉行政の
今後の方向性を示すこととする。
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２．障害者福祉施策の変遷
１）「社会福祉基礎構造改革」の展開
利用者の立場に立った社会福祉制度の実現、時代の要請に対応する福祉サービスの充実を図ること
を目的として、「社会福祉基礎構造改革」が進められてきた。
その中で「最も重要な焦点はすべての福祉サービスの提供主体にかかわる法律である社会福祉事業
法の改正問題」であるとされる（小澤，2005)。
「社会福祉事業法」は、戦後間もない1951年に制定され、社会福祉を目的とする事業の全分野にお
ける共通事項を定めるものであったが、改正により新しく「社会福祉法」が成立し、2000年６月に施
行されるまで半世紀にわたり、わが国の社会福祉制度の根幹を成してきた。
この間、経済成長等の社会状況の変化に伴って、社会福祉に関する数々の法や制度が形成されて
いった。1955年にはじまった高度経済成長に伴い、政府は「福祉国家」’１の建設を目標に掲げ社会保
障制度の充実を図っていったが、1960年代には福祉三法から福祉六法体制２１へ改められ、1973年に
は「福祉元年」３１と呼ばれる大幅な制度の拡充が行われた。
しかし、くしくもこの年、世界的規模の石油危機（オイルショック）が起こり、わが国の高度経済
成長は終焉のときを迎えた。その後、７０年代前半から80年代にかけて国には行財政改革、さらには少
子高齢化への対応等が求められるようになった。
これらを背景に、1990年代以降はバブル経済の崩壊もあり、この傾向はさらに加速していき、制度
の安定化や持続可能性が強く求められるようになり、2000年の「社会福祉基礎構造改革」へとつな
がっていった。
このように戦後から60年間経過する中で、社会福祉に関する法や制度は、社会構造の変動とともに
様々な展開を見せてきた。一方で、「社会福祉を目的とする事業の全分野における共通事項を定めて
いる『社会福祉事業法j」（和田，2004）は、成立以来約半世紀の間、その枠組みを変えておらず、次
第に他の法や制度とのギャップが大きくなり、現状のままでは年々増大・多様化する福祉需要に十分
対応していくことは困難になるなど、時代の要請にそぐわなくなったことから改正がなされ、新たに
｢社会福祉法」が制定された。
戦後、間もなくに構築されたわが国の社会福祉の原型は、この「社会福祉基礎構造改革」関連の法
律改正によって、再構築の方向へ進むこととなった。一連の流れを、三浦（2004）は「戦後型社会福
祉からの脱却と２１世紀型の社会福祉の再構築」であるとする。
障害者福祉についても、この大きな枠組みの中で関連付けられ、法や制度の見直し、構築が進めら
れることとなった。いずれにしてもこれらの背景には、その時点での社会や経済状況等、種々の要因
が深く関係しており、障害者福祉の法や制度に多大な影響を及ぼしていることを改めて理解しておく
必要がある。
このことを認識したうえで、「社会福祉基礎構造改革」の検討から推進に至る経緯と、障害者福祉
に関する法律の制定と制度について簡単にまとめてみた（表ｌ）。
上述したような経緯で進められた「社会福祉基礎構造改革」の理念は、「個人が尊厳を持って、そ
の人らしい自立した生活が送れるよう支えるという社会福祉の理念に基づいて、本改革を推進する」
というものであった（厚生省（当時)，1999)。
2000年６月の「社会福祉事業法」から「社会福祉法」への改正の中で特に重要な点としては、利用
障害者の地域生活と自立支援の政策的課題一市町村｢障害福祉計画」を通して－２１５
表１社会福祉基礎構造改革と障害者福祉に関する法律・制度の推移
社会福祉基礎構造改革の検討経緯
1997年８月｜厚生省が「社会福祉事業等のあり方に関する検討会」を設置
1997年11月｜「社会福祉の基礎構造改革について（主要な論点)］
1997年1２月中央社会福祉審議会に「社会福祉構造改革分科･会」を発足
1998年６月「社会福祉基礎構造改革について（中間のまとめ)＿
1998年1２月「社会福祉基礎構造改革を進めるに当たって（追加意見)］
1999年１月「社会福祉基礎構造改革（最終報告)＿
社会福祉基礎構造改黛の推進、障害者福祉に関ずる法律と制度
2000年６月「社会福祉の増進のための社会福祉事業法等の一部改正等の法律」公布
2003年４月支援費制度の導入
2004年10月「今後の障害保健福祉施策について（改革のグランドデザイン案)」の提示
2005年２月障害者自立支援法案の提出．審議
20Q5年10月障害者自立支援法の成立
2006年４月障害者自立支援法の一部施行
2006年10月障害者自立支援法の全面施行
資料）三浦文夫「社会福祉基礎榊造改革の展開と改革の理念｣，宇山勝儀。小林良二編『新しい
社会福祉の焦点』光生館,2004年，pplO～13.及び内閣府による該当年の「障害者白書ｊ
により作成。
者の立場に立った社会福祉制度の構築、利用者保護のための制度の倉|I設、サービスの質の向上、社会
福祉事業の充実。活性化、きめ細やかな福祉活動推進を目的とした社会福祉法人の設立要件の緩和、
地域福祉の推進といったことがあげられる。
特に、従来の｢措置制度」にかわり「利用契約制度｣を障害者福祉に導入したことは、特筆されるべ
き点である。
「措置制度｣とは、障害者（対象者）が福祉サービスを利用する際、行政（措置権者）に対して申請
を行い、その内容を行政が審査し、利用が可能とされた場合、サービス提供者（受託事業者）にサー
ビスの提供を指示するといった、行政処分という手法により、措置費を支払うというものである。
一方、「利用契約制度｣は、2003年４月、身体障害者、知的障害者及び障害児が福祉サービスを利用
するための｢支援費制度｣に導入された。障害者（利用者）が福祉サービスを利用するにあたり、支援
費の支給を希望する場合、市町村に対し申請を行い、市町村が支給決定を行う。支給決定を受けた者
は指定事業者（サービス提供者）に対し、申し込みを行い、契約によりサービスを利用することとな
る。サービスの利用をした後、費用の全体額から利用者負担額を控除した額を、行政が支援費として
支給する。なお、当該支援費については、サービス提供者が代理受領する方式をとる二
「支援費制度｣は、障害者の福祉サービスの利用について、受動的立場にあった障害者を利用契約の
主体としてとらえようとしてい患点において、従来の制度から大きく転換したといえる。障害者の自
己選択。自己決定を促進するとともに、サービス利用者としての障害者、サービス提供者としての事
業者間において対等な関係を構築しようとしたのである。他方で利用者本位のサービス提供と様々な
ニーズに対応す愚ために、多様なサービス提供者の参入促進を図ることにより、サービスの質と効率
性の向上を追求している。
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以上のようなことは、「社会福祉基礎構造改革」のキーワードの一つとなっている「社会福祉事業
への市場原理の導入」を意味する。利用者のサービス選択・自己決定といった利用者の視点に立った
要素を盛り込んだ「支援費制度」の実施等によって社会福祉分野は大きな転換期を迎え、「とりわけ、
社会福祉基礎構造改革により、社会福祉にも経営的要素が求められるようになった」といえる（笠原，
2003)。
障害者（利用者）の自己選択・自己決定による利用契約の導入、指定事業者（サービス提供者）の
増加、市場原理の浸透によるサービスの質と効率性の高まりによって、各々に合ったサービスの確保
が図られ、その結果として、障害者が安心して暮らすことができる環境がつくられていくならば、
｢支援費制度」は総じて優れたシステムだということができる。しかし、サービス利用の増加に伴う
財源確保等を含む事業の継続性を考えるならば、問題点を内包する制度であった。
こうした中、少子・高齢化を前提として、サービス利用に対して公平かつ公正な負担が求められる
ようになった。障害者福祉サービスも他の社会福祉サービスと同様、他者（納税者）による経費負担
の上に成り立つ「受益」とする考えに依拠するようになってきた。
「支援費制度｣は、サービスを利用する障害者の所得、つまり支払い能力によって自己負担金の額が
設定される「応能負担」であったが、2006年４月に施行された「障害者自立支援法」においては、低
所得の利用者に対しての軽減措置はあるものの、サービスの利用量に応じて原則１割の利用者負担と、
食費・光熱費の実費負担を求める｢応益負担｣が用いられるようになった。自己負担増を理由にサービ
ス利用を断念したり、控える障害者が増加し、現在大きな問題となっている⑪。これに対し、地方自
治体では独自の自己負担軽減策が実施されたり、国においても利用抑制が障害者の生活に与える影響
を分析したうえで、負担軽減策等を進める方向にあり、「社会福祉基礎構造改革」に基づく障害者福
祉は、今まさに一つの局面にさしかかっている。
こうした現在の実情に対処しながら、ノーマライゼーション5）の実現を図り、将来にわたり安定
した障害者福祉の基盤を構築していくために、「障害者自立支援法」の運用に当たっては、今後各地
域の実情や障害者の意見を反映させながら、十分な議論を重ねていくことが重要であり、それによっ
て「社会福祉基礎構造改革」の目的が達成されていくのではないだろうか。
２）「障害者自立支援法」の成立とその内容
「障害者自立支援法」は、2005年１０月31日、特別国会の衆議院本会議において成立した。その経緯
をたどると、本法律成立のおよそ１年前に厚生労働省障害保健福祉部から社会保障審議会障害者部会
に示された「今後の障害保健福祉施策について（改革のグランドデザイン案)」（以下、グランドデザ
イン案）にたどりつく。
「支援費制度」施行からわずか１年半後に、「グランドデザイン案」によって、障害福祉施策に関す
る新たな方向'性が提示された。
その中で、今後の障害保健福祉施策の基本的な視点として以下の３点があげられ、図式化したもの
が図ｌである。
①市町村を中心に障害種別を超えた一元的体制の整備、創意･工夫による効果的・効率的な制度運
営による地域福祉の実現を目指すための障害保健福祉施策の統合化。
②保護等を中心とした仕組みを障害者のニーズと適性に応じた自立支援を通じ、地域での生活を促
障害者の地域生活と自立支援の政策的課題一市町村｢障害福祉計画」を通して－２１７
進する仕組みに転換し、障害者による自己実現・社会貢献を図るための自立支援型システムへの
構築。
③国民全体の信頼を得られるように給付の重点化・公平化、制度の効率化・透明化等を図る抜本的
見直しによる制度の持続可能性の確保。
年齢や障害種別等に関係なく、身
近なところで必要なサービスを受
けながら暮らせる地域づくり
障害保健福祉の統合化
・市町村中心の一元体制
・地域福祉の実現
国民の信頼を得て安定的に運営
できるよう公平で効率的な障害
者を支える制度づくり
自立支援型システムへ
の転換
・保護から自立支援へ
・自己実現・社会貢献
制度の持続可能性の確保
・給付の重点化・公平化
・制度の効率化・透明化障害者が、就労を含めてその人ら
しく自立して地域で暮らし、地域
社会にも貢献できる仕組みづくり
図１障害保健福祉施策の改革の基本的視点
資料）2004年１０月25日開催の社会保障審議会（第19回）「資料１－今後の障害保健福祉施策について』により作成。
このうち、「制度の持続可能性の確保」は、変動が激しい障害保健福祉施策にあって必要なことで
はあるが、そのために求められる公平な費用負担と配分の確保は、従来の「支援費制度」の実施結果
から導き出された財源確保の必要性に基づく主張である。これについては、障害者の所得保障の確立、
地域で生活していくのに必要なサービスの基盤整備が十分に満たされていない現時点では、時期尚早
だったのではないだろうか。
現にこれ以後、「障害者自立支援法」が成立するまで、また成立した後も当事者・関係団体によっ
て、福祉サービスの利用に係る「応益負担」に反対し、改正を望む声があがっている。
様々な問題点を含みつつも、「グランドデザイン案」の流れをくみ、「障害者及び障害児がその有す
る能力及び特性に応じ、自立した日常生活または社会生活を営むことができるよう」６）にすること、
障害の有無にかかわらず誰もが安心して暮らせる地域社会、いわゆるノーマライゼーションの実現を
目的とし「障害者自立支援法」が成立し、現在運用されているところである。
「障害者自立支援法」によって構築された総合的な自立支援システムは、自立支援給付と地域生活
支援事業の二つで構成されているが、まず、自立支援給付は、次のように区分される。
①介護給付（居宅介護（ホームヘルプ)、重度訪問介護、行動援護、重度障害者等包括支援、児童
デイサービス、短期入所（ショートステイ)、療養介護、生活介護、施設入所支援、共同生活介
護（ケアホーム)）
②訓練等給付（自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、共同生活援助（グループホーム)）
③自立支援医療（(旧）更生医療、（|日）育成医療、（旧）精神通院公費）
④補装具
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次に、地域生活支援事業については、以下のとおりである。
①市町村事業（相談支援、地域活動支援センター、コミュニケーション支援、福祉ホーム、日常生
活用具の給付又は貸与、その他の日常生活又は社会生活支援、移動支援）
②都道府県事業（専門性の高い相談支援、広域的な対応が必要な事業、人材育成等）（中央法規，
2006）
自立支援給付を受けるに当たっては、障害者又は障害児の保護者は市町村に申請を行い、心身の状
況に関する106項目のアセスメント7)の後、市町村の支給決定等を受ける必要がある。この際、障害
福祉サービスの必要性を明らかにするために、市町村に置かれる審査会による審査と判定に基づき、
障害程度区分8)の認定を受けることになる。
障害程度区分の認定、支給決定に従って、障害者等がサービスを利用した場合、市町村は費用の
１００分の90を支給することとなる。この費用のうち２分の１を国が負担し、４分の１を県が負担する
こととなる。
３．市町村「障害福祉計画」からのアプローチ
１）社会福祉計画と障害者基本法による市町村「障害者計画」
本稿で対象とするのは、「障害者自立支援法」による「障害福祉計画」であるが、ここではまず社
会福祉計画全般について見てみることにする。
社会福祉計画は、「施策や事業の優先度を表明するもの、資金や人材や資源などの資源の配分方針
を表明したもの、福祉サービス事業の設計ならびに供給体制を設計したものなどに分けられる」（坂
田1997）とされる。坂田の考えは、グレンナスター（HGlennerster）の、「社会計画とは、社会政
策の高度に一般的な方針の決定と日々の行政実務との中間における意思決定段階であり、社会政策を
実施するために必要となる優先順位の決定、資源の配分、サービス供給体制の設計を行うものであ
る」９）の定義に依拠するものであり、計画に対し、社会福祉充実のための、施策のプライオリティ、
実施システムの構築、実現の可能性、実施時期、成果に関する見通しを追求している。
1990年の社会福祉関係八法の改正により、市町村を中心とする福祉行政の展開、在宅福祉・地域福
祉サービスが重視されることとなった。これに伴い、自治体行政には各種福祉計画'0)の策定が求め
られるようになった。
市町村を中心に据えた在宅福祉及び地域福祉サービスへの転換は、従来、施設入所措置事務を中心
としていた市町村の業務体制を、地域志向の新たな業務体制にシフトすることを意味する。
また、市町村が主体的な役割を担う点において、国主導の福祉政策から、自治体主導による福祉施
策の形成が求められるようになった。このことは、市町村と密接な関係を持つ市民や、福祉サービス
を利用する者等の参加が必要になることを意味している。
障害者福祉分野の計画に目を向けると、障害者福祉の基本的理念を示し、障害者福祉の憲法ともい
われている「障害者基本法」における「障害者計画」がある。「障害者基本法」は、「心身障害者対策
基本法」（1970年制定）が1993年に大幅に改正されたもので、「障害者の自立と社会、経済、文化その
他あらゆる分野の活動への参加を促進する」'１）ことを基本理念としている。
この法律によって、地方自治体にも障害者等の状況を踏まえた、障害者のための施策に関する基本
的計画として位置づけられる「障害者計画」の策定が求められるようになったが、このときは努力義
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務であった。その後、2004年６月の一部改正によって都道府県に、2007年４月からは市町村に計画策
定が義務づけられた。
また、市町村は、「障害者計画」を策定するに当たり、条例により設置可能な「地方障害者施策推
進協議会」'2)を設置している場合にあってはその意見を、設置していない場合は障害者や関係者の意
見を聴かなければならないとされた。
1995年に、内閣府が市町村「障害者計画」策定の指針を示しているが、その中で庁内計画策定体制
について、「障害者施策は、幅が広く多岐にわたっており、特定の部門のみで対応することは困難で
ある。したがって、全庁的に取り組み体制を整備することが重要」であるとしており、障害者福祉に
ついては、障害保健福祉の担当セクションが計画策定の際の事務局機能等を担いながらも、関係部局
と有機的な連携を図り、総合的に取り組むことが求められるようになっている。
計画の策定手順としては、「障害者団体の代表、医療・教育・福祉等に従事する専門家、学識経験
者等の各方面の幅の広い意見を反映させるように努める」こととし、協議の場としては、「障害者基
本法の規定による「地方障害者施策推進協議会』の活用や『障害者計画策定委員会（仮称)』等の設
置を検討する」としている。さらに、留意点として「計画策定過程において、アンケート調査、ヒア
リング、関係者との懇談会の開催等を適宜実施し、また、障害者団体の要望等を参考とするなど地域
の障害者、住民の意見を広く聴取するよう配慮すること」を求め、障害者や住民の意見を計画に反映
する具体的手段を明らかにしている。
ここで述べられている市町村「障害者計画」の策定指針の達成度については、内閣府による「地方
公共団体における障害者計画の策定状況等について」で公表されている（表２)。
最新データは、2007年３月に発表された2006年３月31日現在のデータであるが、それによると、全
国1,830市区町村のうち、計画のある自治体は1,169、計画がない自治体のうち、過去に策定実績のあ
る自治体が558あり、これまで計画を策定したことのある自治体は1,727で、全体の９４４％となってい
る。
計画の策定体制については、計画を持つ1,169市区町村のうち、ニーズ調査を実施したのが981
(83.9％)、住民参加を図ったのが842（72.0％)、関係部局による検討チームを設置したのが828
(70.8％)、当事者からヒアリングを行ったのが761（65.1％)、地方障害者施策推進協議会等を活用し
たのが362（３１０％）であった。
障害者や住民のニーズ調査、住民参加、当事者ヒアリングの、都道府県別の数値を見る限りでは、
これらに強い相関関係が見られる。中には、いずれの項目も50％に到達していない県（新潟県）や、
50％前後の県（福井県、滋賀県、山口県、高知県）があり、計画策定指針が必ずしも全国一律には浸
透していなかったことがうかがえる。
障害者施策推進協議会等への障害者の参加については、対象市区町村数1,830のうち446自治体に協
議会が設置されていて、委員総数は7.531人となっているが、このうち障害者は1,052人（１４０％）と
なっている。障害種別ごとの構成比を見てみると、身体障害92.1％、知的障害4.9％、精神障害3.7％
となっており（表３)、障害者本人の意見としては、やむを得ないこととはいえ、そのほとんどが身
体障害者によるものとなっている。今後、身体障害以外の障害種別の当事者の意見やニーズを、いか
に正確に汲み取っていくか、また、それが困難である場合、いかにして抽出していくか、その方法を
講じていくことが重要であると考える。
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表２市区町村「障害者計画」の策定状況及び策定体制（2006年３月31日現在）
１１６９
資料）内閣府『地方団体における障害者計画の策定状況等について」（2007年３月）の市町村「計画の策定体制及び推
進体制」より作成。
都道府県 対象市区町村
計画がある
市区町村数
(％）
策定体制
関係部局によ
る検討チーム
の設置
ニーズ調査
の実施
当事者からの
ヒアリング
計画策定過
程における
住民参加
地方障害者施
策推進協議会
等の活用
その他
北海道 179 １０３（57.5） 7３ 7０ 5５ 8０ 2０ ７
青森県 4０ 1４（350） 1１ 1３ ９ ７ 1 ０
岩手県 3５ 2６（74.3） １７ 2２ １５ 1９ ９ ３
宮城県 3５ 2７（77.1） 1９ 2０ 1７ １６ ８ ０
秋田県 2５ ８（32.0） ６ ４ ６ ５ ４ １
山形県 3５ 2７（77.1） 2１ 2０ 1２ 1９ ７ １
福島県 6１ 3０（49.2） 2４ 2８ 2０ 2４ ７ ０
茨城県 4４ 2２（50.0） 1７ 1８ １５ 1８ ５ １
栃木県 3３ 1８（54.5） 1２ 1８ ８ 1４ ２ ０
群馬県 3９ 1１（28.2） ７ ８ ７ １０ ３ ０
埼玉県 7０ 5７（81.4） 4４ 5４ 4４ 5２ 1４ ４
千葉県 5５ 4７（85.5） 3２ 4２ 3２ 3１ 1１ ５
東京都 6２ 5４（87.1） 4５ 4４ 3８ 4９ 1８ ４
神奈１１|県 3３ 2５（75.8） 1７ 2３ 1５ 2０ 1３ ６
新潟県 3５ 2０（57.1） ８ ９ ５ ６ ４ ５
富山県 1５ 1１（73.3） ８ 10 ７ ８ ４ 0
石川県 １９ １４（73.7） 1０ 1１ ９ ４ ８ ４
福井県 １７ 1４（82.4） ８ ７ ８ ７ １ ０
山梨県 2９ １６（55.2） ９ 1４ ７ 1１ ４ ２
長野県 8１ 4８（59.3） 3１ 4０ 3０ 3８ 1３ ０
岐阜県 4２ 3２（76.2） 2４ 2８ 2５ 2６ 1０ １
静岡県 4１ 3０（732） 1６ 2７ 2６ 2６ 1５ ０
愛知県 6３ 5４（85.7） 3３ 5０ 4０ 3７ ９ ３
三重県 2９ 1８（62.1） １３ 1７ １６ １３ ７ １
滋賀県 2６ 2１（80.8） 1７ 1１ 1２ ９ ４ ０
京都府 2７ 2３（85.2） 11 2１ 1７ 1４ ８ １
大阪府 4２ 4２（１００．０） 3４ 4０ 3５ 2９ 2８ ５
兵庫県 4０ 2６（650） 1７ 2５ 2１ 2０ 1４ ０
奈良県 3９ 3０（76.9） 2５ 2９ 2３ 2３ ６ ８
和歌山県 3０ 1８（60.0） １１ 1４ 1４ １３ ０ １
鳥取県 １９ ４（21.1） ２ ４ ３ ４ １ １
島根県 2１ ９（429） ６ ６ ５ ５ ４ １
岡山県 2９ 2４（82.8） １９ 2２ 1７ 1６ 1０ １
広島県 2２ 1２（545） ９ 1２ 1０ 10 ３ ２
ロ県 2２ １６（72.7） 1１ ７ ７ ９ ７ ０
徳島県 2４ ６（250） ４ ６ ５ ３ ０ ０
香川県 1７ 1２（70.6） 1１ 1１ ８ １２ ２ １
愛媛県 2０ ５（25.0） ４ ４ ２ ３ ２ ０
高知県 3５ 2１（600） 1６ 1２ １２ １１ ２ ０
福岡県 6７ 4８（71.6） 4０ 4４ 3１ 3１ 2７ ０
佐賀県 2３ １１（47.8） ７ １１ ５ １０ ３ ０
長崎県 2３ ６（26.1） ３ ４ ２ ３ ２ 0
熊本県 4８ 3１（64.6） 2２ 2９ 1８ 2５ ７ ４
大分県 1８ ７（38.9） ６ ７ ５ ３ １ １
宮崎県 3１ 1９（6L3） 1４ １６ １２ 1２ 1２ ３
鹿児島県 4９ 3５（71.4） 2１ 3３ 1９ 2３ 1７ 0
沖縄県 4１ 1７（41.5） 1３ １６ １２ 1４ ５ ０
合計 1,830 1.169 82870.8％
981
83.9％
761
65.1％
842
72.0％
362
31.0％
7７
6.6％
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表３障害者施策推進協議会等への障害者の参加状況
ハ｣季''』旦閂｣''｣垂市区町村数玄…囮､率合計身体障害知的障害精神障害その他障害
１８３０４４６７５３１１０５２９６９９２１４２４９３９３７２０２
２）障害者自立支援法による市町村「障害福祉計画」
市町村「障害福祉計画」は、「障害者自立支援法」第88条によって定められており、市町村が基本
指針に即して策定する「障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業の提供体制の確保に関す
る計画」のことである。
この計画において定める事項としては、①各年度における指定障害福祉サービス又は指定相談支援
の種類ごとの必要な量の見込み、②それら見込量の確保のための方策、③地域生活支援事業ごとの実
施に関する事項、④その他障害福祉サービス、相談支援及び市町村の地域生活支援事業の提供体制に
関し必要な事項があげられている。
計画作成にあっては、当該市町村の区域における障害者等の数、その障害の状況、その他の事情を
勘案すること、市町村「障害者計画｣、その他の法律の規定による計画で、障害者等の福祉に関する
事項を定めるものと、調和を保つことなどが求められる。
市町村は、先に触れた「障害者基本法」第９条で、「当該市町村における障害者の状況等を踏まえ、
当該市町村における障害者のための施策に関する基本的な計画（市町村障害者計画）を策定しなけれ
ばならない」とされている。
したがって、「障害者計画」の策定が義務化された2007年度以降、市町村にあっては、「障害者基本
法」による「障害者計画」と、「障害者自立支援法」による「障害福祉計画｣、調和の取れた二つの計
画を策定し、障害者福祉施策を推進していくことが求められる。
厚生労働省は、現段階では2006年度から2008年度までを第１期とする市町村「障害福祉計画」につ
いて、「既に数値目標を盛り込んだ障害者計画が作成されている場合には、第１期の障害福祉計画と
整合性が図られている限りにおいて、当該障害者計画の全部又は－部を障害福祉計画として取り扱う
ことも差し支えない」としている（厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部，2006)。
第２期の2009年度からは、障害者に関する施策の分野全般にわたる基本計画的な位置づけとしての
｢障害者計画｣、それに対する数値目標を盛り込んだ福祉サービスに関する実施計画としての「障害福
祉計画」と、それぞれの`性格や果たすべき役割が明確になっていくと考える。
また、「障害者自立支援法」は計画を定めるにあたり、基本的指針の中で、あらかじめ住民の意見
を反映させるために必要な措置を講じることを求めている。
法律の定めを見る限りでは、今回研究対象とする「障害福祉計画」は、対象地域における障害者の
福祉ニーズの実態を把握したうえでサービスの整備目標量を設定し、福祉サービス、その他地域生活
支援に関する供給体制の整備方針を明らかにするという点から、市町村における福祉行政の具体的か
つ実施可能な施策として期待が持たれる。
一方で、「障害者自立支援法」は、「応益負担」制度、負担軽減措置における家族扶養のための算定
方式、障害程度区分認定制度、施設利用料の日割計算等、介護保険で既に取り入れられている制度を
導入している。ここには、これまでの経緯を含め、常に障害者福祉制度と介護保険制度との統合が見
対象市区町村数 設置済み市区町村数 委員総数
障害者の委員数（構成比：％）
合計 身体障害 知的障害 精神障害
1.830 446 7,531 1.052 969（92.1） 4２（4.9） 3９（3.7） ２（0.2）
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え隠れしている。「介護保険制度と障害者自立支援法による障害者福祉制度は財源種別からみると保
険主義と租税主義という相違はある」が、「国の財源縮小という同じレールに」あり、「同じ方法で進
められようとしている」（峰島厚，2006)。
「障害福祉計画」によって図られる障害保健福祉サービスの整備については、国の負担する財源縮
小を一義的目標とするのではなく、障害者の希望やサービス利用に関するニーズを的確に把握し、そ
れに可能な限り応えていこうとする視点が重要である。そのうえで、制度の安定化と持続可能性を確
保していかなければならないはずである。この点において、「障害福祉計画」の策定とその実施に
よって、「社会福祉基礎構造改革」の検討以来、重視され続けてきた、利用者本位の福祉サービスの
確立を今後も継続していく必要がある。
３）熊本県水俣市の「障害福祉計画」策定に見る障害者の課題の明確化
熊本県水俣市は、熊本県の最南端に位置し、面積162.88km２，世帯数12,360、人口28,910人、高齢
化率30.0％（2007年10月末現在）となっている。
「障害福祉計画」の策定に関するアンケート調査時点（2006年７月１日現在）の障害者数は、身体
障害児・者1,789人、知的障害児・者235人、精神障害者184人となっている'3)。身体障害児・者のう
ち65歳以上は1,286人で７１９％を占めているが、超高齢社会Ｍ１を迎えていること等もあり、今後ます
ますその数は増加していくと思われる。
さらに、水俣市には地域の特殊事情として「水俣病問題」がある。水俣病は1956年に公式確認ざれ
既に50年を経過し、患者の高齢化が進み胎児性の患者は40歳～50歳代となり、介護をしてきた親にい
たっては60歳代半ば～80歳代となってきた。加齢とともに健康や生活上の不安が増し、それらの不安
は、核家族化'5)の進行によりさらに増幅している。また、水俣病対策が進むにつれ、金銭的保証か
ら地域におけるふつうの生活や自己実現、生きがいを持って生きることを望む声が聞かれるように
なってきている。
このことは、発生原因や事情は異なるものの、水俣病に起因しない一般の障害者にも共通する課題
であり、水俣病被害者の保健・福祉対策が進み、様々な対応がなされていくことは、地域における福
祉の充実にもつながると考える。そうでなければ、水俣市が標榛する「水俣病の体験を教訓とした地
域の再生・振興」は実現できないのではないだろうか。
水俣市の「障害福祉計画」の原案作成は筆者が行ったが、「障がいを持つ人たちが自分の住みなれ
た地域や家庭でそれぞれが持っている能力や特'性を存分に生かしながら、可能な限り自立した日常生
活と社会生活を営んでいくために必要な障がい福祉サービスやその他の支援について言及し｣、ノー
マライゼーションとソーシャルインクルージョン'６)の実現を目指し、「３つの『しようがいI7)を意
識したまちづくり－障害を持つ人も、地域で生涯、生甲斐を持ちながら暮らせる福祉のまち（コミュ
ニティ）づくり」を基本理念としている。
計画の策定に当たっては、障害者の実情を把握するとともに、可能な限り意見や要望等を今後の施
策に反映させるために、2006年８月に65歳未満で何らかの障害者手帳を所持している者を対象として
アンケート調査を実施している。あわせて、市内の主な障害者関係団体及び事業所13箇所に対して、
活動状況と今後の動向（障害者自立支援法による新体系への移行予定等）に関するヒアリング調査を
行っている。
障害者の地域生活と自立支援の政策的課題一市町村｢障害福祉計画」を通して－２２３
また、調査・審議機関として、社会福祉団体の代表、市民代表、学識経験者、関係行政機関の代表
による「水俣市障害者計画等策定審議会」を設置している。この中には障害者２人（いずれも身体障
害者）が含まれ、関係行政機関については、障害者の生活全般の支援を視野に入れて、就労・保健・
教育分野との連携を図っていくために、ハローワーク、保健所、市教育委員会が加わっている。
さらに、広く市民参加の機会を確保するとともに、障害者福祉を地域全体の課題としてとらえても
らうために、計画の素案段階でパブリックコメントを実施している。
これらの調査や審議結果を反映して、各年度における障害福祉サービス等の見込量を算出している
が、国の求める方向`性や熊本県「障害福祉計画」との整合性を図るといった趣旨で、厚生労働省から
配信された「サービス見込量推計ワークシート」に必要なデータを入力して得られた数値の活用、熊
本県による市町村のサービス見込量の調整が行われているため、完全に水俣市が独自に定めたものと
はなっていない。
そこで、ここではアンケート調査の結果を分析することで、水俣市の障害児・者の生活の実態と地
域生活の課題を明らかにしていきたい。なお、水俣市の「障害福祉計画」の中では障害児'8)と障害
者を合わせて、「障害を持つ人」と表記されているので、それにしたがうことにする。
今回は、何らかの障害者手帳を所持する人のうち、６５歳未満の者を対象として、郵送調査の方法で
実施しているが、その数はそれぞれ身体障害を持つ人490人、知的障害を持つ人220人、精神障害を持
つ人135人の計845人'9)となっている。６５歳未満を対象としているのは、６５歳以上は原則として、障
害福祉サービスより介護保険サービスの利用が優先されるからである。845人中664人（78.6％）が回
答しているが、障害種別による重複回答が明らかなもの等を除外した有効回答数は565であった。
現在の居住状況（表４－１）については、565人中425人（75.2％）が自宅で暮らしているが、身体
障害を持つ人については355人中288人（81.1％)、知的障害を持つ人及び精神障害を持つ人について
は60％程度が自宅で生活している。また、知的障害を持つ人172人中51人（29.7％）が施設で、精神
障害を持つ人１１０人中31人（28.2％）が病院で暮らしている。
表４－１障害種別住まいの形態別居住者数．同構成比（単位：上段は人、下段は％）
５６５４２５１６２７２４８５６
１０００７５２０２１１０４１２７８５０９１１
３５５２８８１３０３４２０４５
１０００８１１０３０８００９６５６１１１４
１７２１０８０４２５１５１１
１０００６２８００２３１２２９７２９０６０６
１１０６６０１０１１３１０１
１０００６０００００９００１００２８２０００９
２７２１０１０３２００
１０００７７８００３７００１１１７４００００
資料）筆者が障害福祉計画策定のために実施したアンケート調査の結果による（以下表４－７まで同様)。
合計
現在の住まい
自分の家
やアパー
トで暮ら
している
会社の寮
で暮らし
ている
グループ
ホームで
暮らして
いる
通勤寮で
暮らして
いる
施設で暮
らしてい
る
病院に入
院中
その他 不明
全体 5651００．
425
75.2
１
0.2
６
Ｌｌ
２
0.4
7２
１２．７
4８
8.5 0.9
６
1.1
障
害
種
別
身体障害
知的障害
精神障害
その他
355
100.0
７２
1００．
110
1００．
2７
００．
288
81.1
108
62.8
6６
6００
2１
77.8
１
0.3
０
0.0
０
0.0
０
0.0
３
0.8
４
2.3
１
0.9
１
3.7
０
0.0
２
１．２
０
００
０
0.0
3４
9.6
5１
29.7
1１
1 ．０
３
11.1
2０
5.6
５
2.9
3１
28.2
２
7.4
1１
１
0.6
0
0.0
０
0.0
５
1.4
１
0.6
１
0.9
０
0.0
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将来の居住形態に関する希望（表４－２）については、現在の住まいと大きな差異は見られないが、
知的障害を持つ人の入所施設が減り、グループホームの利用希望が、４人（2.3％）から18人
(１０．５％）に増えている点に特徴が見られる。
知的障害を持つ人と精神障害を持つ人については、介護や生活支援面の不安から、自宅で生活する
ことが困難になり、施設等で暮らす者が多くなっていることがうかがえる。施設入所支援から地域生
活への移行が重視される中、将来の住まいについては、「親亡き後」の生活不安等の理由により、施
設での生活を望む声が依然として多い。一方で、専門スタッフ等の支援を受けながら、少人数単位で
一般住宅等を用いたグループホームでの生活により、地域社会との関わりを求める者も増加している。
ただし、知的障害を持つ人の回答は本人による回答が困難である場合が多く、出された意見の中に、
介護をする保護者等のものが多数含まれている20)ことを、あらかじめ認識しておくことが必要であ
る。
表４－２障害種別将来の居住形態に関する希望者数．同構成比（単位：上段は人、下段は％）
５６５３８０２８２０２４５６１８１６４１
１０００６７３５００４００４２９９３２２８７３
３５５２５２１５００１２２９８９３０
１０００７１０４２００００３４８２２３２５８５
１７２９８７２０１８３０２７８
１０００５７０４１１２００１０５１７４１２４１４７
１１０６８９００２９９３１０
１０００６１８８２００００１８８２８２２７９１
２７１３１００４３２０４
１０００４８１３７００００１４８１１１７４００１４８
主な介護者（表４－３）については、身体障害を持つ人の27.3％が配偶者、知的障害を持つ人は
４１３％が母親、次いで32.6％が施設職員となっている。精神障害を持つ人は、知的障害を持つ人と同
様の傾向を示す。
介護者の平均年齢（表４－４）は59.6歳となっており、今後さらに高齢化の進行が予想され、この
ことが将来の住まいの回答結果に反映されているものと思われる。
障害を持つ人の日中活動の場所（表４－５）について、ここでは既卒者について見てみることにす
る。身体障害を持つ人は、自宅と答えた者が53.5％と半数を超え、次いで職場が２０５％となっている。
知的障害を持つ人は入所施設が最も多く26.2％、小規模作業所と自宅が20.7％となっている。精神障
害を持つ人は、過半数の53.6％が自宅で過ごしている。ここでも知的障害を持つ人の施設で過ごす割
合の高さが目につく。また、身体障害・精神障害を持つ人の自宅で過ごす割合も50％超と高くなって
いる。これについては、当事者の希望によるもので、自宅での日中活動が充実したものであり、適度
な外出機会が保たれているならば問題はないが、希望する福祉サービスや外出先がなく、また仮に
合計
将来の住まい
自分の
家で暮
らした
し。
アパー
トで暮
らした
し。
会社の
寮で暮
らした
い
通勤寮
で暮ら
したい
グルー
プホー
ムで蟇
らしたい
施設で
暮らし
たい
病院で
暮らし
たい
その他 不明
全体 565００．
380
67.3
2８
5.0
２
０４
０
0.0
2４
4.2
5６
9.9
1８
3.2
1６
2.8
4１
7.3
障
害
種
別
身体障害
知的障害
精神障害
その他
355
100.0
172
1００．０
110
1００．
2７
００．０
252
71.0
9８
57.0
6８
61.8
１３
48.1
1５
4.2
７
4.1
９
8.2
１
3.7
０
0.0
２
1.2
０
0.0
０
0.0
０
0.0
０
0.0
０
００
０
0.0
1２
3.4
1８
10.5
２
1.8
４
14.8
2９
8.2
3０
17.4
９
8.2
11.1
2.3
２
Ｌ２
９
8.2
２
7.4
９
2.5
７
4.1
３
2.7
０
0.0
3０
8.5
８
4.7
10
9.1
４
14.8
障害者の地域生活と自立支援の政策的課題一市町村｢障害福祉計画」を通して－２２５
あったとしても何らかの事情があり、やむを得ず自宅で生活しているならば、早急にその解消策を講
じる必要がある。
表４－３障害種別介護者の類型別障害者数.同構成比（単位：上段は人、下段は％）
５６５１０２２４１３４１１２３２００１８１４１３２３３
１０００１８１４２２３７１９４１３５０００２１４３０７２３４５８
３５５９７８６１８１３１３０１３３３９６２２
１０００２７３２３１７２２３３７３７０００３９３０８２７０６２
１７２１１２７１０７６００５６０１９０
１００００６７０４１３００４１３５００００３２６００１１０００
１１０７７２６３１１６００１６３２０１１
１０００６４６４２３６２７１００５５００００１４５２７１８２１００
２７６２５１１３００６０３０
１０００２２２７４１８５３７３７１１１００００２２２００１１１００
表４－４介護者の年齢
表４－５障害種別既卒者の場所別活動者数.同構成比（単位：上段は人、下段は％）
５３３８７３９２７１７５９２５０１５３９３２
100.0１６３７３５．１３２１１１４６９２．８７．３
３４２７０８１１１２２７１８３６２５１３
１０００２０５２３３２３５７９５３５１８７３
１４５９３０２２７３８３０７２２７
１０００６２２０７１５２４８２６２２０７４８１４
１１０１３１２５９１５
100.0１１．８１８１８２７１０９５３６３．６１３．６
２７ ２
100.0３．７３．７１８５１１１１１１４４．４００７．４
合計
介護者
配偶者 父 母 子ども 兄弟 姉妹 祖父 祖母 その他
(施設
職員等）
親族 介護の
必要な
し
不明
全体 5651００．０
１０２
１８．
2４
4.2
134
2３７
１１
1.9
2３
4.1
2０
3.5
０
0.0
１
０２
8１
14.3
４
0７
132
23.4
3３
5.8
障
害
種
別
身体障害
知的障害
精神障害
その他
355
1００．０
172
1００．０
110
100.0
2７
100.0
9７
27.3
１
0.6
７
6.4
６
22.2
８
2.3
１２
7.0
７
6.4
２
7.4
6１
17.2
7１
41.3
2６
23.6
５
18.5
８
2.3
０
０
７
１
3.7
1３
3.7
７
4.1
1１
1０．０
１
3.7
３
3.7
６
3.5
６
5.5
11.1
0.0
０
0.0
０
0.0
０
0.0
１
0.3
０
0０
０
0.0
０
0.0
3３
9.3
5６
32.6
1６
14.5
６
22.2
３
0.8
０
0.0
３
2.7
０
0.0
9６
27.0
１９
11.0
2０
18.2
３
1Ｌｌ
2２
6.2
０
0.0
1１
1 ０
０
0.0
合計 18,581歳
平均 59.55歳
最大値 92歳
最小値 20歳
不明 32人
全体（有効回答者数） 312人
合計
日中活動の場所
職場
会社
● 小規模
作業所
通所
(授産）
施設
デイ
サービ
ス
入所施
設
自分の
家
その他 不明 非該当
全体 533０００
8７
16.3
3９
7.3
2７
5.1
１
3.2
5９
lＬ
250
46.9
1
2.8
3９
7.3
3２
障
害
種
別
身体障害
知的障害
精神障害
その他
342
100.0
145
100.0
1１０
00.0
2７
00.0
7０
20.5
９
6.2
１３
１１．８
１
3.7
８
2.3
3０
20.7
２
1.8
１
3.7
１１
3.2
2２
15.2
２
1.8
５
18.5
1
3.5
７
4.8
３
2.7
３
１．
2７
7.9
3８
26.2
1２
10.9
３
11.1
183
53.5
3０
20.7
5９
53.6
1２
44.4
６
Ｌ
７
4.8
４
3.6
０
0.0
2５
7.3
1.4
1５
13.6
２
7.4
1３
2７
０
０
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福祉サービスの利用希望者数（表４－６）については、入所施設を望む人は315人中76人（回答者
の27.2％）で現在利用している人数（73人）と大差はないが、グループホーム希望者は、現利用者の
４人から21人（回答者の7.5％）に伸びている。また、地域における日中活動等を支援する地域活動
支援センターや通所による小規模作業所等の施設利用を望む人が40人（回答者の14.3％）となってお
り、ここからも身近な場所における日中活動の場の確保が求められていることがわかる。居宅サービ
ス（表４－７）については、ホームヘルプが現在の利用者数36人に対し、利用希望者は60人となって
おり、今後の在宅における介護面での不安が現れている
表４－６福祉サービスの利用希望者数．同構成比
表４－７居宅サービス別利用希望者数・同構成比
水俣市の「障害福祉計画」策定のためのアンケート調査の結果を見ると、総じて生まれ育った自分
の家での生活を望む者が多いが、介護等の面で不安を抱え、入所施設に依存する傾向がいまだ高いこ
とが明らかになった。国は今回の計画策定に当たり、入所施設者の地域生活への移行と、精神科病院
の入院患者のうち受入条件が整えば、退院可能な精神障害者の解消に関する数値目標を打ち出してい
る（厚生労働省社会．援護局障害保健福祉部，2005）が、水俣市の場合、障害を持つ人の実情に必ず
しも合致しているとはいえない結果となった。
しかし、水俣市の場合も、積極的に施設に入所したいということではなく、障害を持つ人にとって、
身近な地域の中に、日中活動を支援する場や居宅生活を支える適切なサービスが揃っておらず、地域
サービス名 人数 ％
入所施設 7６ 27.2
グループホーム 2１ 7.5
福祉ホーム ２ ０．７
通所施設 5９ 21.1
地域活動支援センター・小規模通所授産施設 4０ １４．３
居宅サービス 7７ 27.6
重症心身障害児（者）通園事業 1４ 5.0
地域療育推進事業 ５ Ｌ８
その他 1９ 6.8
不明 ２ 0.7
全体（回答者数） 279 100.0
サービス名 人数 ％
ホームヘルプ（家事援助） 3５ 45.5
ホームヘルプ（身体介護） 1８ 23.4
移動介護 ７ 9.1
その他の介護支援 ３ 3.9
短期入所サービス ９ 1１．７
デイサービス 2１ 27.3
不明 ３ 3.9
全体（回答者数） 7７ 1００．０
障害者の地域生活と自立支援の政策的課題一市町村｢障害福祉計画」を通して－２２７
で暮らしていくために必要な受入体制が整備されていないことによって、このような結果が導き出さ
れたと推測する。同様に、地域社会との関わりを持ちながら、よりふつうの生活をしていきたいとい
う願いのあらわれとして、地域における居住の場としてグループホームを望む声が増加傾向にあった。
これは、単にグループホームで暮らしたいというだけでなく、現在、水俣市にはグループホームが存
在しないため、その設置を望む声も含まれているようである。
障害者福祉制度が著しく変化する中、水俣市には、障害児・者のニーズと地域の実'情を的確に把
握・分析したうえで、地域内の社会資源の活用を視野に入れた障害福祉サービスや地域生活支援事業
等をどう提供していくかが問われている。
4）熊本県内の主な市の「障害福祉計画」策定過程
国は、「障害福祉計画」の作成に当たって、以下のような留意すべき事項を示している（表５)。
表５「障害福祉計画」作成に係る留意事項
資料）厚生労働省『障害保健福祉関係主管課長会議資料（平成18年３月１日開催),３－１障害福祉サービスの
基盤整備について～障害福祉計画の「基本指針」～」2006年，ｐ､８より作成。
水俣市にあっては既に述べたとおりであるが、各市町村についても基本的には、この留意事項を踏
まえたうえで市町村「障害福祉計画」を策定している。具体的方法としては、当事者のニーズ把握を
するためのアンケート調査やヒアリングの実施、住民参加の機会を確保するためのワークシヨップ、
パブリックコメントの実施、計画策定に関する委員会等の設置、庁内関係部局による検討チームの設
置などがあげられる。
そこで、ここでは熊本県内の主な市（１０市）の「障害福祉計画」の策定過程について、各市の「障
害福祉計画」に記載されている内容によって比較を行い（表６)、その特徴を分析してみることにす
る。調査項目は、①当事者のニーズ把握に関するアンケート調査の実施状況、②住民の意見を反映す
るためのパブリックコメント実施の有無、③庁内関係課との連携を見るための各課の参加状況、④計
画策定段階から関係者の参加を確保し、計画の確実な実行を図る観点から、計画策定組織の委員構成
等とした。
ただし中には、「障害福祉計画」に今回の調査項目に関する事項の記載がない市があったが、その
場合、表では空欄とした。
調査を行った全ての市において、障害者のニーズ把握と意見の反映を目的としたアンケート調査が
実施されていた。調査対象については、身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳を所持
している者としており、これらの手帳所持者の全てを対象としている市が４、抽出による調査を行っ
障害者の参加 サービスを利用する障害者のニーズを適切に把握するほか、障害者の意見を反映ざせるために必要な措置を講ずること
地域社会の理解促進
グループホームの設置などサービスの基盤整備に当たっては、地域社会の理解が不
可欠であるので、計画作成に地域住民、企業など幅広く参加を求め、積極的な啓発
･広報活動を行うこと
総合的な取組み
地域生活への移行、就労支援などの推進に当たっては、雇用、教育、医療といった
分野を超えた総合的な取組みが不可欠であり、関係行政機関、企業、医療機関等の
参加を求め、数値目標の共有化、地域ネットワークの強化などを進めること
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障害者の地域生活と自立支援の政策的課題一市町村｢障害福祉計画」を通して－２２９
ている市が６であった。アンケートの回収率は45％から68％で、平均すると60パーセント弱となって
おり、かなり正確なニーズ把握ができていると考える。
市民の意見を求めるパブリックコメントの実施と庁内関係課の参加については、今回の調査では正
確に把握できていない。特に、パブリックコメントについては、昨今、自治体には情報公開や様々な
行政施策への市民参加の機会を設けることが求められているので、もっと多くの自治体で実施されて
いることが推測される。ただし、実施した市においても市民の反応はほとんどゼロといった状態で、
いまだこの制度が地方の地域住民には浸透していないこと、また障害者福祉に対する関心の低さが示
される結果となった。
計画策定の組織は、いずれの市でも設置されている。組織の構成を見てみると、ここでも、サービ
スを利用する障害者のニーズ把握と意見の反映を意図し、当事者、障害者団体、障害者の家族、また
は家族による団体が必ず含まれていた。当然、障害者本人、障害者による団体の代表者の参加が望ま
しいが、それが困難となる場合においては、代弁者として、家族または家族によって組織される団体
の代表が委員となっている。
また、サービスを提供している社会福祉関係事業者も必ず委員に含まれていた。これについては、
障害者に対し必要なサービスの提供をすることによって、日常的に障害者と接していることから、間
接的に障害者のニーズを把握することができるといった側面を持っていることによる。さらに、「障
害者自立支援法」の施行に伴い、事業者は新たな事業体系への移行が迫られていること、事業単価の
改定や日割り計算方式への変更等、その存亡にも関わる状況下にあって、安定的なサービス提供基盤
を確保するといった側面から、各事業者の今後の動向に関する意向や意見を把握しておくことが必要
とされるからである。
４．熊本県による「障害福祉計画」と障害者福祉施策の動向
「障害者自立支援法」は第89条で、都道府県にも都道府県「障害福祉計画」の策定を義務づけてい
る。これに基づいて熊本県においても「障害福祉計画」を策定しているが、計画策定に当たっては、
都道府県も市町村と同様の作業手順が求められており、障害者の地域生活や一般就労への移行を進め
る観点から、いくつかの数値目標を設定することとされている。そこで筆者は、県の「障害福祉計
画」の内容と、障害者福祉施策の動向を明らかにするため、2007年７月に、当該業務を統括する熊本
県障害者支援総室総務・企画班課長補佐の本田充郎氏から聞き取り調査を行った21)。本章ではその内
容を紹介し、市町村の「障害福祉計画」との整合'性も含めて考察することにする。
熊本県「障害福祉計画」に関する聞き取り調査（本田充郎氏）
県の「障害福祉計画」では、2011年度末までに施設入所者の１０％以上、340人以上が地域生活に移
行し、入所施設定員の７％以上を削減するといった基本方針が示されています。数値目標の設定に先
立ち、県が事業所に対して行ったアンケート調査の結果によると、施設入所から地域生活への移行可
能な数値は15％程度でしたが、現状との比較、地域の受け入れ状況等を考慮した結果、国の示した
10％に設定しました。なお、今回の計画策定以前から、県では既に入所施設からグループホーム、い
わゆる地域生活への移行を進めていました。
また、条件が整えば退院可能な精神障害者（以下、退院可能精神障害者）の削減目標数の設定につ
設楽聡230
いて、国は2002年の患者調査の結果に基づいてその数を約７万人とし、それを各都道府県に割り振っ
た結果、熊本県の数値は約1,700人とされましたが、現実的に達成困難な数値でした。そこで、熊本
県オリジナルの評価基準を設けて、2006年６月30日現在を基準日として退院可能精神障害者に関する
実態調査を実施しました。その結果、精神科病院の病床数は9,000、退院可能精神障害者は751人いて、
そのうち625人を、2011年度までの地域生活への移行対象者としました。この数値を各市町村の人口
案分比率に応じて割り振りを行い、市町村の削減目標値として、市町村「障害福祉計画」へ反映を求
めました。なお、熊本県の調査実施後、全国１５～20の都道府県で独自の評価基準を設けて、調査が行
われるようになりました。
福祉施設から一般就労への移行を進めるために、就労移行支援に係るサービス提供事業所を障害保
健福祉圏域221に１，２箇所ずつ設置したいと考えています。このサービスのターゲットとして養護
学校の卒業生を想定しています。県内で毎年180～200人くらい養護学校の卒業生がいますが、その半
数程度は福祉施設の利用者となります。しかし、中には一般就労までもう一歩、あるいは、あと２～
３年訓練をすれば就労できるのではないかという人たちがいます。そこで、専門学校的なイメージで
２年間、訓練をする場として、就労移行支援事業を位置づけたいと思っています。このほか、障害者
のうち、就労経験はあるものの何らかの理由で離職した人の再教育・再訓練の場として、あるいは社
会的入院幻'をしている精神障害者等が社会に出る前の訓練の場として活用していきたいと考えてい
ます。
熊本県の有効求人倍率は、全国平均より若干低い状況となっています。また、現在の授産施設にお
ける一般就労への移行実績を見てみると、国の移行率は１３％、熊本県は1.7％となっています。国の
基本指針によると現在の数値の４倍（5.2％）を目指すとしていますが、熊本県はそれと同程度の数
字とするため、３倍（５１％)、人数でいうと80人を考えています。この数値目標については、これま
での実績から算出されたしっかりした数字であり、トライする価値のある、実現可能な数字であると
思います。県内には３箇所の就労支援センターを設置していて年間70人程度の就労につながっており、
全国１，２位の実績をあげています。
県のこだわりとして、障害者のケアマネジメントについては、「障害者自立支援法」が成立する４
年前から積極的に展開しています。具体的には、市町村単位で実施する障害者ケアマネジメントの手
法を用いた相談支援事業を支援したり、福祉・保健医療関係事業所や自治体の職員を対象としたケア
マネジメント従事者の研修を積極的に行ったりしています。
聞き取り調査の結果から、熊本県の「障害福祉計画」は国の基本指針に基づきながら、多少なりと
も県の独自性がうかがえた。これは、一つには県知事が福祉関連政策に精通していたことにもよる24)。
計画内容については、１５人の委員からなる県障害者施策推進協議会において検討がなされているが、
その中で「数値目標は大事だが、そのための支援の中身も大事だ」「市町村事業が増えるが、県には
格差が生まれないような調整をお願いしたい」（熊本日日新聞2006年８月25日）といった、今後施
策を推進していくうえで参考になるような意見が出されている。
また、県が策定する「障害福祉計画」における数値目標は、結果的に各市町村の数値目標を積み上
げた数値との整合性が求められるので、各市町村にあっては数値目標がほぼ固まりつつあった2006年
12月から2007年１月にかけて、個別ヒアリングが実施され、県の数値と差が大きい自治体については
障害者の地域生活と自立支援の政策的課題一市町村｢障害福祉計画」を通して－２３１
再検討を促している。
５．おわりに
これまで障害者自立支援法に基づく「障害福祉計画」を中心に、障害者の地域生活と自立支援のあ
り方について述べてきたが、最後にここでは、今後の障害者福祉施策の方向性について言及しておく。
「障害福祉計画」策定に当たっては、計画の直接的対象者となる障害を持つ当事者やその家族の意
見を把握するために、アンケート調査やヒアリング調査が実施きれていた。今回策定された「障害福
祉計画」は３年間で見直しが求められているが、この間も市町村は障害者団体やサービス提供事業者
等を介して障害者の生活実態やサービスの利用状況の把握に努める必要があろう。可能な限り、定期
的に障害者の声を聞く場を確保し、地域生活や自立支援のために必要なサービスを地域内で確保する
必要がある。この点において、水俣市の「障害福祉計画」では、計画の弾力的運用として「計画期間
中においても、障がいを持つ人やその保護者等の有するニーズの多様化、経済状況の変化などによる
社会状況の変化が予想される。これらの社会環境の変化や国の動向等を踏まえながら、必要に応じて
計画の見直しを行い、効率的で弾力的な運用に努める」としている（水俣市福祉環境部福祉課，
2007)。
市町村において、利用者本位の視点に立った「障害福祉計画」を策定し、障害福祉サービスや地域
生活支援事業等の提供体制の確保が図られ、障害者の地域における生活の質（QuahtyofLife）の向
上を追求するならば、その結果としてサービス利用量が増加したり、多様なサービスメニューの要求
が出てくることが想定される。一方で、多くの市町村が逼迫した財政状況下にあることもあり、障害
者自立支援法導入以前にもあったことだが、障害福祉サービスの「地域間格差」が生じたり拡大する
可能性がある。
今回の法律は、支援の必要度合いに応じて公平にサービスを利用できるシステムの構築を目標の一
つに掲げているが、このことは全国一律のサービス提供がなされることを意味する。
したがって、「障害者自立支援法」に基づいて市町村が提供すべきサービスは、国の定める支給基
準によってなされ、「地域間格差」があってはならない。財政的に余裕があり、様々なサービス提供
事業所が存在する規模の大きな都市は別として、各自治体においては、地域内に存在する地域資源や
特性を十分把握したうえでその活用を図り、場合によってはインフォーマルなサービスを構築したり、
様々なネットワークによるサービスの組み合わせを工夫するなど、当該地域独自の「福祉のまちづく
り」を進めることが重要である。「障害者自立支援法」による改革のねらいの中にも「地域の限られ
た社会資源を活用できるよう『規制緩和』」が掲げられている（厚生労働省社会・援護局障害保健福
祉部，2005)。
これらのことを行政と障害者を含む地域住民が協働して実践することにより、地域資源や地域の特
性を活かした個性的な障害者福祉のまちが築かれるとするならば、この動きは、障害者福祉を切り口
とした「まちづくり」や「住民自治」ということができるのではないだろうか。逆の言い方をするな
らば、障害者福祉に関する計画策定とその実践段階において、常に地域の実情や特'性を念頭に置き、
｢まちづくり」の視点を持って、市町村独自の障害者福祉を展開していくことが求められているとい
えよう。
これは、少子高齢化の進行、家族規模の縮小化に伴い、多くの住民あるいはその家族が何らかの障
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害や病気、ざらには介護問題といった生活上の諸困難を抱えながら生きていくことが、今後さらに増
加していくという考えに基づくものである。
つまり、障害者福祉に関する課題を地域内の特定者のこととするのではなく、大部分の者が将来的
にいつかは経験するであろう共通課題としてとらえることが必要である。
各地域において、社会的に弱い立場に置かれている障害者に対し、適切な施策を講じていくことは、
結果的に、そこ住む全ての人々の生活を豊かにしていくものであるといえよう。
注
経済成長過程における貧富の両極化による二重構造等を是正し、完全雇用と社会保障制度の充実を
図ることで、国民の健康で文化的な生活を保障し、国民の福祉の増進を最優先しようとする国家体制
のこと。1960年度の厚生白書によると「福祉国家の追求する福祉とは、何よりもまず人間が貧困から
解放され、豊かな生活を享受することができる状態を意味する」とされている。
福祉三法とは、生活保護法・児童福祉法・身体障害者福祉法、福祉六法は先の三法に精神薄弱者福
祉法（1999年に知的障害者福祉法に改正）・老人福祉法・母子福祉法（1981年に母子及び寡婦福祉法
に改正）を加えた枠組みである。
1973年には老人福祉法の改正による老人医療費支給制度が創設され、７０歳以上の医療費自己負担が
無料となった。医療保険制度、年金制度でもそれぞれ大幅な制度拡充が行われ、社会保障関係に占め
る福祉関係の国家財政は15％台まで上昇した。
厚生労働省の調査によると、2006年４月から１０月までに全国で1,625人が施設サービスの利用を中止
し、4,114人が利用回数を減らしている。居宅サービスについては、849人が利用を中止し、2,099人
が利用回数を抑止している。
障害者や高齢者など、ハンディキャップがあってもごく普通の生活を送ることができ、かつ差別さ
れない社会を築くという基本理念。身体障害者や知的障害者等の地域社会への完全参加を目指す「国
際障害者年（1981年)」の基本理念にもなっている。
障害者自立支援法第１条の「目的」による。
障害者の特性を踏まえた障害程度の区分判定を行うために、介護保険の要介護認定調査項目の79項
目に、調理・入浴・排泄・買い物等のＩＡＤＬ（手段的日常生活動作）に関する７項目、行動障害に
関する９項目、精神面に関する11項目を加えた評価。
障害者が、介護給付の必要度に応じて適切なサービスを受けられるように導入された。介護給付の
必要度によって６段階に区分され、数字が多いほど必要度が高くなる。
坂田はGlennerster,Ｈ，“FromContainmentToConmct?:SocialPlanningmtheSeventies,”journalof
SocialPohcy,10-1,1981,ｐ３２を引用している。
老人保健福祉計画、エンゼルプラン、障害者計画、地域福祉計画等。
障害者基本法第３条の｢基本的理念」による。
障害者基本法第26条により、障害者に関する施策の推進、関係行政機関相互の連絡調整を要する事
項を調査審議する。
障害児・者数は身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳を所持する者の数を指す。
総人口に対して65歳以上の高齢者の割合が21％を超える社会のことをいう（他に20％以上、２５％以
上という記述も見られる)。
ここでの核家族化とは、高齢化した親と水俣病による障害を持った子のみで構成する家族のことを
いう。
l）
2）
3）
４）
5）
６）
７）
８）
９）
１０）
11）
12）
13）
14）
１５）
障害者の地域生活と自立支援の政策的課題一市町村｢障害福祉計画」を通して－２３３
１６）2002年12月、厚生省社会・援護局による「社会的な援護を要する人々に対する社会福祉に関する検討
会」の報告書における新たな福祉課題に対応するための理念。社会福祉制度の網の目からもれ、社会
的排除・摩擦、孤立の状況にある人々を、社会的つながりの中で、構成員として認め、包み支えあう
こと。
１７）生甲斐の「生」は音読みで「しよう」と読めることから障害・生涯・生甲斐を３つの「しようがい」
としている。
１８）身体、知的またはその両方の発達あるいは機能に障害があるため、継続的に日常生活または社会生活
に相当に制限を受ける満18歳未満の者のことをいう。
１９）身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳所持者を調査対象としているが、１人で複数の
手帳を所持しているいわゆる重複障害者について、調査票発送の際に担当職員が把握できなかった場
合は、１人に複数の調査票が送られている場合がある。
20）今回のアンケート調査の回答は５８２％が本人記入によるものであったが、知的障害者については、本
人記入は28.8％にとどまっており、母親による記入が37.8％で最も多かった。
21）聞き取り調査は2007年７月13日に熊本県庁障害者支援総室において行った。
22）2003年３月、障害者基本法に基づいて熊本県が策定した「くまもと障害者プラン」では、県内を11の
エリアに分けて障害保健福祉圏域としている。
23）病気やけがが治り、医学的にはそれ以上、治療は必要ないと判断されるようになっても、退院後に介
護する者がいない、自宅のある地域に必要な医療機関がない、あるいは戻る家そのものがないなどと
いった、ある社会的な理由のために入院し続けている状態のこと。
24）熊本県知事の潮谷義子は、日本社会事業大学社会福祉学部を卒業後、佐賀県、大分県で社会福祉主事、
熊本県の慈愛園乳児ホームで園長を務めた後、1999年に福祉関連政策に関するブレーンとして熊本県
副知事に就任、2000年に県知事に当選、現在に至っている。
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Policy Issues of Community Life and Support System for People with
Disabilities
- Focusing on Using Social Services Plan for People with Disabilities -
Shidara Satoshi
The purpose of this paper is to clarify the direction that is being taken regarding how a better
community life and support system for people with disabilities is trying to be achieved through the
formulation of a municipal social services plan based on the "Support System for People with
Disabilities Law" that was enacted in April 2006.
The author will clarify the characteristic needs of people with disabilities by focusing especially on
the social services plan for people with disabilities in Minamata, Kumamoto Prefecture, which has been
closely related to the formulation of the policy
In addition, an investigation of the concept and direction of the prefectural policy was carried out by
interviewing those in charge of formulating the prefectural social services plan.
Based on this, it is recognized that social services for people with disabilities is a common issue that
all areas face and is considered as one of the aspects of city planning.
